
付紙様式第２

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 年度 計

円 円 円 円 円 円

19,950,000 6,546,750

9,912,000 25,200,000

- -

9,900,000 -

補助事業の成果及び評価
並 び に 地 域 住 民 へ の
周 知 の 実 施 状 況

【 成 果・評価　 】
 　 事業見直しにより、全世帯への情報通信端末機の設置はできなかったが、公共施
設 ・ 避難所に公共用施設端末設置（ＩＰ電話機、タブレット端末、無線送受信機）を設
置することで、無線での双方向通信やデータ通信（画像）などの情報を収集 ・配信す
ることが可能となり、住民へ迅速に行政情報 ・ 災害情報等が伝達できる手段が確保さ
れた。
　又、操作マニュアル等で訓練を実施した結果、「音声だと聞き逃すことがあるが、文
字・画像だと後で見直せる」との意見があり、公共施設での利用については、目標は
達成されたと評価する。

【 地域住民への周知の実施 】
　本施設の端末設備が特定防衛施設周辺設備交付金による旨を記載し、地域説明会
・ 町広報紙で地域住民へ周知した。

事 業 の 改 善 措 置 及 び
今 後 の 対 応

　本施設の運用管理を図り、防災訓練等での活用を行いながら更なる利活用を促進
する。

事業評価に際しての第三
者機関の活用の有無

　無

事 業 費 及 び 交 付 金 額 事業費
8,337,000 91,692,000 161,637,750

交付金額 - - 9,900,000

補 助 事 業 の 目 標

  東日本大震災を教訓として、防災行政無線にはこれまで以上に多様化 ・ 高度化する通信
ニーズ（画像伝送 ・ データ伝送等）への対応が求められることから、新たな無線放送施設並び
に端末装置を整備することで、町民への行政情報や災害時などの情報伝達手段を確保し、「安
心安全なまちづくり」を図るものである。
　このため、公共施設・避難場所及び全世帯に情報通信端末機（タブレット端末・ＩＰ告知端末
等）を設置するものである。

補 助 事 業 の 内 容 　公共用施設端末設置（ＩＰ電話機５０台、タブレット端末５０台、無線送受信機４０台）

補助事業の始期及び終期 　平成２３年度から平成２６年度

事　　業　　評　　価　　書

補 助 事 業 名 　王城寺原演習場関連公共用施設（通信施設：情報提供施設整備）整備事業

補 助 事 業 者 名 　色麻町長　早坂　利悦

実 施 場 所 　宮城県加美郡色麻町四竃字北谷地４１番地


